
県民税の均等割申告書について

　均等割申告書の提出期限が近づいてまいりまし
たので、申告書をお送ります。必ず、期限内に申告
納付してください。

様

（県保管）

法 人 税 割 額

均 等 割 額

延 滞 金

所 得 割 額

付加価値割額

資 本 割 額

収 入 割 額

特別法人事業税額

延 滞 金

過少申告加算金

不申告加算金

重 加 算 金

法
人
県
民
税

法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税

こ
の
用
紙
は
直
接
機
械
に
読
ま
せ
ま
す
の
で
、
汚
し
た
り
、
折
り
曲
げ
た
り
、
ピ
ン
で
止
め
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

金
額
の
訂
正
・
￥
マ
ー
ク
の
記
入
は
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

合　　計　　額

百 十 億 千 百 十 万 百 十 円千

事務所コード

申　告　区　分

税目コード 課 税 年 度

年度 元号
コード

元号
コード

中

間

予

定

納

付

見

込

確

定

修

正

更

正

決

定

（　
　

  

）

そ
の
他

申告区分 納付区分 ＣＤ

年 月 日

事業年度又は連結事業年度始期

課税番号

納税者区分

所在地

名称 様

領収済通知書法人 県民税
事業税

特別法人事業税
公

加　　　入　　　者口　　　座　　　番　　　号都道府県名
XX

●●県 ●●県会計管理者XXXXX-X -XXXXXX

納付書の数字は、下の例にある字体で枠内に正しく記入してください。

受 付 印

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　  ）

（電話　　　　　　　　　　　　　　  ）

（ふりがな）

（ふりがな）

第
十
一
号
様
式
（
提
出
用
）

　　　　　年度 道府県民税の均等割申告書

関与税理士

署 名
（電話　　  　　　　　　　　　　　 ）

代表者又
は管理人
の 氏 名

前年４月１日から３月31日までの
間に道府県内に事務所又は事業所
を有していた期間

前年４月１日
から３月31日
までの間に都
内に事務所又
は事業所を有
していた期間

この申告によって納付すべき道府
県民税の均等割額

特別区
の区域
市町村
の区域

東京都に納付

すべき均等割

額②の計算

道府県内にあ
る主たる事務
所又は事業所
以外の事務所
又は事業所

名 称

特 別 区 の 区 域 分

市 町 村 の 区 域 分

所 在 地

事業種目

資 本 金
等 の 額

本
店
又
は
本
社

る
事
務
所
又
は
事
業
所

道
府
県
内
に
あ
る
主
た

場
合
の
②
の
計
算

東
京
都
に
申
告
す
る

　　　 ・ ・ 　　 月
　　　 ・ ・ 　　 （ア）

　　　 ・ ・ 　　 月
　　　 ・ ・ 　　 （イ）

　　　 ・ ・ 　　 月
　　　 ・ ・ 　　 （ウ）

　　　 ・ ・ 　　 月
　　　 ・ ・ 　　 （エ）

（税率） 円×ア12
（税率） 円×イ12
（税率） 円×ウ12
（税率） 円×エ12

②

① 月同左の月数

円× ①12
00

※

　　年　　　月　　　日から

　　年　　　月　　　日まで

所 在 地

（ふりがな）

名 称

所 在 地

（ふりがな）

名 称

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

0 0

0 0

0 0

0 0

※

処
理
事
項

整 理 番 号 管 理 番 号事務所 申告区分通 信 日 付 印 確　認
発 信 年 月 日 区

分

法 人 番 号 申告年月日
日月年

殿

年 月 日

●●県

令和

県 税

領　収　日　付　印
納 期 限

所 管事務所

取りまとめ店

指定金融機関 ●●銀行　●●支店

年        月        日

県民税の均等割申告書について

　均等割申告書の提出期限が近づいてまいりまし
たので、申告書をお送ります。必ず、期限内に申告
納付してください。

様

（県保管）

法 人 税 割 額

均 等 割 額

延 滞 金

所 得 割 額

付加価値割額

資 本 割 額

収 入 割 額

特別法人事業税額

延 滞 金

過少申告加算金

不申告加算金

重 加 算 金

法
人
県
民
税

法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税

こ
の
用
紙
は
直
接
機
械
に
読
ま
せ
ま
す
の
で
、
汚
し
た
り
、
折
り
曲
げ
た
り
、
ピ
ン
で
止
め
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

金
額
の
訂
正
・
￥
マ
ー
ク
の
記
入
は
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

合　　計　　額

百 十 億 千 百 十 万 百 十 円千

事務所コード

申　告　区　分

税目コード 課 税 年 度

年度 元号
コード

元号
コード

中

間

予

定

納

付

見

込

確

定

修

正

更

正

決

定

（

）

そ
の
他

申告区分 納付区分 ＣＤ

年 月 日

事業年度又は連結事業年度始期

課税番号

納税者区分

所在地

名称 様

領収済通知書法人 県民税
事業税

特別法人事業税
公

加　　　入　　　者口　　　座　　　番　　　号都道府県名
XX

●●県 ●●県会計管理者XXXXX-X -XXXXXX

納付書の数字は、下の例にある字体で枠内に正しく記入してください。

受 付 印

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（電話　　　　　　　　　　　　　　 ）

（ふりがな）

（ふりがな）

第
十
一
号
様
式
（
提
出
用
）

　　　　年度 道府県民税の均等割申告書

関与税理士

署 名
（電話　  　　　　　　　　　　 ）

代表者又
は管理人
の 氏 名

前年４月１日から３月31日までの
間に道府県内に事務所又は事業所
を有していた期間

前年４月１日
から３月31日
までの間に都
内に事務所又
は事業所を有
していた期間

この申告によって納付すべき道府
県民税の均等割額

特別区
の区域
市町村
の区域

東京都に納付

すべき均等割

額②の計算

道府県内にあ
る主たる事務
所又は事業所
以外の事務所
又は事業所

名 称

特 別 区 の 区 域 分

市 町 村 の 区 域 分

所 在 地

事業種目

資 本 金
等 の 額

本
店
又
は
本
社

る
事
務
所
又
は
事
業
所

道
府
県
内
に
あ
る
主
た

場
合
の
②
の
計
算

東
京
都
に
申
告
す
る

　　　 ・ ・ 　 月
　　　 ・ ・ 　　 （ア）

　 　 ・ ・ 　　 月
　 　 ・ ・ 　　 （イ）

　 　 ・ ・ 　 月
　 　 ・ ・ 　　 （ウ）

　　　 ・ ・ 　 月
　　　 ・ ・ 　　 （エ）

（税率） 円×ア12
（税率） 円×イ12
（税率） 円×ウ12
（税率） 円×エ12

②

① 月同左の月数

円× ①12
00

※

　　年　　　月　　　日から

　　年　　　月　　　日まで

所 在 地

（ふりがな）

名 称

所 在 地

（ふりがな）

名 称

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

0 0

0 0

0 0

0 0

※

処
理
事
項

整 理 番 号 管 理 番 号事務所 申告区分分通 信 日 付付 印 確　認確
発 信 年 月 日 区

分

法 人 番 号 申告年月日
日月年年

殿

年 月 日

●●県

令和

県 税

領　収　日　付　印
納 期 限

所 管事務所

取りまとめ店

指定金融機関 ●●銀行　●●支店

年        月        日
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受 付 印

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　  ）

（電話　　　　　　　　　　　　　　  ）

（ふりがな）

（ふりがな）

第
十
一
号
様
式 

（
控
用
）

　　　　　年度　道府県民税の均等割申告書

関与税理士

署 名
（電話　　  　　　　　　　　　　　 ）

代表者又
は管理人
の 氏 名

前年４月１日から３月31日までの
間に道府県内に事務所又は事業所
を有していた期間

前年４月１日
から３月31日
までの間に都
内に事務所又
は事業所を有
していた期間

この申告によって納付すべき道府
県民税の均等割額

特別区
の区域
市町村
の区域

東京都に納付

すべき均等割

額②の計算

道府県内にあ
る主たる事務
所又は事業所
以外の事務所
又は事業所

名 称

特 別 区 の 区 域 分

市 町 村 の 区 域 分

所 在 地

事業種目

資 本 金
等 の 額

本
店
又
は
本
社

る
事
務
所
又
は
事
業
所

道
府
県
内
に
あ
る
主
た

場
合
の
②
の
計
算

東
京
都
に
申
告
す
る

　　　 ・ 　・ 　　　 月
　　　 ・ 　・ 　　 （ア）

　　　 ・ 　・ 　　　 月
　　　 ・ 　・ 　　 （イ）

　　　 ・ 　・ 　　　 月
　　　 ・ 　・ 　　 （ウ）

　　　 ・ 　・ 　　　 月
　　　 ・ 　・ 　　 （エ）

（税率） 円×ア12
（税率） 円×イ12
（税率） 円×ウ12
（税率） 円×エ12

②

① 月同左の月数

円× ①12

※

　　　　　年　　　月　　　日から

　　　　　年　　　月　　　日まで

所 在 地

（ふりがな）

名 称

所 在 地

（ふりがな）

名 称

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

兆 十億 百万 千 円

0 0

0 0

0 0

0 0

所在地

名称 様

公
加　　　入　　　者口　　　座　　　番　　　号都道府県名

XX

●●県 ●●県会計管理者XXXXX-X -XXXXXX

法 人 税 割 額

均 等 割 額

延 滞 金

所 得 割 額

付加価値割額

資 本 割 額

収 入 割 額

特別法人事業税額

延 滞 金

過少申告加算金

不申告加算金

重 加 算 金

法
人
県
民
税

法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税

合　　計　　額

百

年 年 月 日

十 億 千 百 十 万 百 十 円千

事務所コード

申　告　区　分

税 目 課 税 年 度 事業年度又は連結事業年度始期 納税者区分
法 人
三 税

（ 金融機関
又は郵便局保管 ）

納付書（原符）兼払込金受領証

中

間

予

定

納

付

見

込

確

定

修

正

更

正

決

定

（　
　

  

）

そ
の
他

00
※

処
理
事
項

整 理 番 号 管 理 番 号事務所 申告区分通 信 日 付 印 確　認
発 信 年 月 日 区

分

法 人 番 号 申告年月日
日月年

殿

年 月 日

●●県

令和

領　収　日　付　印年        月        日納 期 限

所 管事務所

県 税
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所在地

名称 様

公
加　　　入　　　者口　　　座　　　番　　　号都道府県名

XX

●●県 ●●県会計管理者XXXXX-X -XXXXXX

法 人 税 割 額

均 等 割 額

延 滞 金

所 得 割 額

付加価値割額

資 本 割 額

収 入 割 額

特別法人事業税額

延 滞 金

過少申告加算金

不申告加算金

重 加 算 金

法
人
県
民
税

法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税

合　　計　　額

百

年 年 月 日

十 億 千 百 十 万 百 十 円千

事務所コード

申　告　区　分

税 目 課 税 年 度 事業年度又は連結事業年度始期 納税者区分

領収証書

（納税者保管）

上記の金額を領収しました。

領　収　日　付　印年        月        日

法 人
三 税

中

間

予

定

納

付

見

込

確

定

修

正

更

正

決

定

（　
　

  

）

そ
の
他

県 税

納 期 限

所 管事務所
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　この県税は、次に掲げる金融機関等で納付してください。
１　●●県指定金融機関
　　●●銀行の本・支店（県外の支店を含む。）
２　●●県指定代理金融機関
　　●●銀行の本・支店（県外の支店を含む。）
３　●●県収納代理金融機関
（１）●●銀行の本・支店（県外の支店を含む。）
（２）次に掲げる金融機関の●●県内の本・支店（支所）

ア　銀行
イ　信用金庫
ウ　労働金庫
エ　●●県信用農業協同組合連合会
オ　県が指定した農業協同組合（支所等を含む。）
カ　●●県信用漁業協同組合連合会

４　●●内のゆうちょ銀行・郵便局
５　●●県●●県税事務所

※上記以外の金融機関等では手数料が必要になる場合があります。

納付の場所

◎この用紙の裏面は、欠損金額等及び災害損失金の控除明細書になっております。

令和元年10月1日以後に
開始する事業年度分

3.5/100
4.9/100
0.4/100
0.7/100
1.0/100

3.5/100
5.3/100
7.0/100
4.9/100
1.0/100

7.0/100

1.6/100
2.3/100
3.1/100
0.72/100
0.3/100

0.3/100
0.5/100
0.7/100

0.7/100

3.4/100
4.6/100

年400万円以下の所得
年400万円超の所得
年400万円以下の所得
年400万円超800万円以下の所得
年800万円超の所得
付加価値額
資本金等の額
年400万円以下の所得
年400万円超800万円以下の所得
年800万円超の所得

所得
所得
付加価値額
資本金等の額
所得

特別法人

特別法人

その他の法人

外形標準課税対象法人
資本金の額又は出資金の
額が１億円超の法人
（公益法人・特別法人・
人 格のない社 団・投 資
法人等を除きます。）

その他の法人

外形標準課税対象法人
資本金の額又は出資金の額が1億円超
の法人
（公益法人・特別法人・人格のない社団・
投資法人等を除きます。）

3以上の都道府県
において事務所等
を有する法人で、資
本金の額又は出資
金の額が 1千万円
以上の法人

3.4/100
5.1/100
6.7/100
4.6/100

1.2/100
0.5/100

1.2/100
0.5/100

3.1/100
0.72/100
0.3/100

1.0/1000.9/100収入金額電気供給業（発電事業及び小売電気事業を除く）
・ガス供給業・保険業・貿易保険業

6.7/100

平成28年4月1日以後、
令和元年9月30日以前に
開始する事業年度分

平成27年4月1日以後、
平成28年3月31日以前に
開始する事業年度分

区　　　　　　　　分
税　　　　　率

そ

の

他

の

事

業

資本金の額又は出資金の額が1億円を超える法人
法人税額又は個別帰属法人税額が年1千万円を超える法人
保険業法に規定する相互会社
上記以外の法人

1.8/1004.0/100

1.0/1003.2/100

平成26年10月1日以後、令和元年
9月30日以前に開始する事業年度分

令和元年10月1日以後に
開始する事業年度分

区　　　　　　　　分
税　　　　　率

外形対象法人の所得割額
特別法人の所得割額
外形対象法人以外の法人（特別法人を除く。）の所得割額
収入割額

260/100
34.5/100
37/100
30/100

令和元年10月1日以後に開始する事業年度分区　　　　　　　　分
税　　　　　率

資本金等の額が１千万円を超え１億円以下であるもの
資本金等の額が１億円を超え10億円以下であるもの
資本金等の額が10億円を超え50億円以下であるもの
資本金等の額が50億円を超えるもの

次に掲げる法人
（イ）　公共法人及び公益法人等

（独立行政法人で収益事業を行うものは除きます。）
（ロ）　人格のない社団等（法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあ

り、かつ、収益事業を行うもの。）
（ハ）　一般社団法人・一般財団法人
（ニ）　資本金の額又は出資金の額を有しない法人

（保険業法に規定する相互会社は除きます。）
（ホ）　資本金等の額が1千万円以下であるもの

年額　 5万円
年額　13万円
年額　54万円
年額　80万円

年額　 2万円

区　　　　　　　　分 税　　　　　率

○法人事業税の税率

○法人県民税（法人税割）の税率

○特別法人事業税の税率

○法人県民税（均等割）の税率

（注）資本金等の額とは、法人税法第2条第16号に規定する資本金等の額又は同条第17号の2に規定する連結個別資本金等の額をいいます。
また、平成27年の税制改正により、平成27年4月1日以後に開始する事業年度から資本金等の額について改正がなされています。
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